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議案第２４号 
 

令和５年度白岡市公共下水道事業会計予算 

（総則） 

第１条 令和５年度白岡市公共下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

 ⑴ 水 洗 化 戸 数                                     15,300 戸 

 ⑵ 年 間 総 排 水 量                                  4,081,000 ㎥ 

⑶ 一 日 平 均 排 水 量                                    11,150 ㎥ 

⑷ 主要な建設改良事業  イ 下水道管布設工事                        351,230 千円 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収          入 

第１款 公 共 下 水 道 事 業 収 益                                 990,193 千円 

第１項 営 業 収 益                                 527,686 千円 

   第２項 営 業 外 収 益                                 462,507 千円 

支          出 

第１款 公 共 下 水 道 事 業 費 用                                 957,066 千円 

第１項 営 業 費 用                                 888,904 千円 

   第２項 営 業 外 費 用                                 67,162 千円 

   第３項 予 備 費                                  1,000 千円 
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（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 282,882 千

円は当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 27,918 千円、過年度分損益勘定留保資金 106,784 千円及び当年度分

損益勘定留保資金 148,180 千円で補てんするものとする。）。 

収          入 

第１款 資 本 的 収 入                                778,161 千円 

第１項 企 業 債                                528,700 千円 

  第２項 出 資 金                                123,567 千円 

 第３項 補 助 金                                 115,800 千円 

 第４項 負 担 金                                 10,094 千円 

支          出 

第１款 資 本 的 支 出                               1,061,043 千円 

第１項 建 設 改 良 費                                516,448 千円 

   第２項 償 還 金                                543,595 千円 

第３項 予 備 費                                  1,000 千円 

 （継続費） 

第５条 継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。 

款 項 事業名 総額 年度 年割額 

資本的支出 建設改良費 
第３中継ポンプ場改

築工事 
６１，６００千円 

令和５年度 ２４，６４０千円 

令和６年度 ３６，９６０千円 
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（債務負担行為） 

第６条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。 

 事        項   期   間   限       度       額  

 

 
水洗便所改造資金損失補償 

（令和５年度融資分） 

  

令和５年度以降 

  水洗便所改造者が融資機関より借入れた水洗便所

改造資金で償還期日到来後３月を経過しても償還

されなかった元利金合計額（遅延利子を含む） 

 

 
公共下水道事業全体計画見直し

等業務委託 

  
令和５年度から 

令和６年度まで 

  
公共下水道事業全体計画見直し等業務を委託する

ために要する額 

 

（企業債） 

第７条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

 起債の目的  限 度 額  起債の方法   利   率   償還の方法  

 

 

 
公共下水道事業 

 

359,800 千円  

普 通 貸 借 

又は 

証 券 発 行 

  年 5.0％以内（ただし、

利率見直し方式で借

り入れる資金につい

て、利率の見直しを行

った後においては、当

該見直し後の利率） 

  

借入先の融資条件による。

ただし、企業財政の都合に

より据置期間及び償還期

限を短縮し、若しくは繰上

償還又は低利に借換えす

ることができる。 

 

 
流域下水道事業 

 
17,900 千円  同   上 

  
同   上   同       上 

 

 
資本費平準化債 

 
151,000 千円  同   上 

  
同   上   同       上 

 

 
計 

 
528,700 千円   
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（一時借入金） 

第８条 一時借入金の限度額は、200,000 千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第９条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

⑴ 営業費用と営業外費用の間における金額の流用 

⑵ 建設改良費と償還金の間における金額の流用 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第１０条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経

費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。 

⑴ 職 員 給 与 費                                    62,855 千円 

（他会計からの補助金） 

第１１条 事業助成のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、141,330 千円である。 

 

 

 令和５年２月１６日提出 

 

白岡市長 藤井 栄一郎 
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令和５年度白岡市公共下水道事業会計予算実施計画 

収 益 的 収 入 及 び 支 出 

収          入 

（単位：千円） 

款 項 目 予 定 額 備   考 

１ 公共下水道事業収益     990,193  

 

１ 営 業 収 益   527,686  

 

１ 下 水 道 使 用 料 453,125  

２ 他 会 計 負 担 金 74,272  

３ そ の 他 営 業 収 益 289  

２ 営 業 外 収 益   462,507  

 

１ 他 会 計 補 助 金 141,330  

２ 補 助 金 7,866  

３ 長 期 前 受 金 戻 入 310,243  

４ 雑 収 益 68  

５ 消費税及び地方消費税還付金 3,000  
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支          出 

（単位：千円） 

款 項 目 予 定 額 備   考 

１ 公共下水道事業費用     957,066  

 

１ 営 業 費 用   888,904  

 

１ 管 渠 費 19,446  

２ ポ ン プ 施 設 費 39,533  

３ 総 係 費 106,375  

４ 流域下水道維持管理負担金 163,240  

５ 減 価 償 却 費 560,310  

２ 営 業 外 費 用   67,162  

 １ 支 払 利 息 67,162  

３ 予 備 費   1,000  

 １ 予 備 費 1,000  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－　　－38



資 本 的 収 入 及 び 支 出 

収          入 

（単位：千円） 

款 項 目 予 定 額 備   考 

１ 資 本 的 収 入     778,161  

 

 

１ 企 業 債   528,700  

  １ 公共下水道事業債 359,800  

  ２ 流域下水道事業債 17,900  

  ３ 資 本 費 平 準 化 債 151,000  

２ 出 資 金   123,567  

  １ 他 会 計 出 資 金 123,567  

３ 補 助 金   115,800  

  １ 国 庫 補 助 金 115,800  

４ 負 担 金   10,094  

  １ 受 益 者 負 担 金 1,294  

  ２ 工 事 負 担 金 8,800  
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支          出 

（単位：千円） 

款 項 目 予 定 額 備   考 

１ 資 本 的 支 出     1,061,043  

 １ 建 設 改 良 費   516,448  

  １ 事 務 費 16,043  

  ２ 雨 水 管 渠 建 設 費 9,804  

  ３ 汚 水 管 渠 建 設 費 407,875  

  ４ 雨 水 管 渠 改 良 費 10,384  

  ５ ポンプ施設改良費 54,254  

  ６ 流域下水道建設負担金 18,088  

 ２ 償 還 金   543,595  

  １ 償 還 金 543,595  

 ３ 予 備 費   1,000  

   １ 予 備 費 1,000  
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１　業務活動によるキャッシュ・フロー
　　　当年度純利益 13,030
　　　減価償却費 560,310
　　　賞与引当金の増減額（△は減少） △ 147
　　　貸倒引当金の増減額（△は減少） 10
　　　長期前受金戻入額 △ 310,243
　　　支払利息 67,162
　　　未収金の増減額（△は増加） 168
　　　未払金の増減額（△は減少） △ 14,778
　　　　　小計 315,512
　　　利息の支払額 △ 67,162
　　業務活動によるキャッシュ・フロー 248,350

２　投資活動によるキャッシュ・フロー
　　　有形固定資産の取得による支出 △ 458,642
　　　無形固定資産の取得による支出 △ 16,444
　　　国庫補助金等による収入 115,800
　　　負担金等による収入 10,094
　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 349,192

３　財務活動によるキャッシュ・フロー
　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 528,700
　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 543,595
　　　他会計からの出資による収入 123,567
　　財務活動によるキャッシュ・フロー 108,672

資金増加額（又は減少額） 7,830
資金期首残高 190,755
資金期末残高 198,585

令和５年度白岡市公共下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）
（単位：千円）
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給  与  費  明  細  書 
 
１ 総   括 
                                                                            （単位：千円） 

区     分 

職 員 数 給   与   費 

法定福利費 合   計 特別職 

（人） 

一般職 

（人） 
報  酬 給  料 手  当 計 

本  年  度 １０ 
(    ) 

８ 
１８６ ３１，６７２ ２０，８２５ ５２，６８３ １０，１７２ ６２，８５５ 

前  年  度 １５ 
(    ) 

９ 
２７８ ３６，７８２ ２２，４９５ ５９，５５５ １１，８７８ ７１，４３３ 

比     較 △５ 
(    ) 

△１ 
△９２ △５，１１０ △１，６７０ △６，８７２ △１，７０６ △８，５７８ 

※ （ ）内は、再任用短時間勤務職員で外書き。 

 
（単位：千円） 

手当の 

内 訳 

区   分 扶 養 手 当 地 域 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当 特殊勤務手当  時間外勤務手当 

本  年  度 ３９６ ２，０２６ １，２６０ ２７８  ２，０００ 

前  年  度 ３９６ ２，３３３ ３３６ ３１８  ２，０００ 

比     較 ０ △３０７ ９２４ △４０  ０ 

区   分 
管 理 職 員 
特別勤務手当  

夜間勤務手当  休日勤務手当  管 理 職 手 当 期 末 手 当 勤 勉 手 当 

本  年  度   ２０  １，６８０ ７，２１９ ５，９４６ 

前  年  度   ２０  １，６８０ ８，８６８ ６，５４４ 

比     較   ０  ０ △１，６４９ △５９８ 
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２ 給料及び手当の増減額の明細 

区  分 
増 減 額 

       （千円） 

増 減 事 由 別 内 訳 

                      （千円） 
説  明 備  考 

給  料 △５，１１０ 

給与改定による増減分 

 

 

 

６１  平均改定率 ０．１９％ 

昇給に伴う増加分 

 

 

 

３８６  平均昇給率 １．２２％ 

その他の増減分 

 

 

 

△５，５５７ 職員の異動等  

手  当 △１，６７０ 

制度改正に伴う増減分 

 

 

 

３２５ 地域手当           ４ 

期末手当          １３ 

勤勉手当         ３０８ 

給与改定に伴う各手当のはね返り分

及び勤勉手当（６月期・１２月期） 

０．９５月分 → １．０月分 

その他の増減分 

 

 

 

△１，９９５ 職員の異動等  
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３ 給料及び手当の状況 

⑴ 職員１人当たりの給与                                ⑶ 級別職員数 

                                                

                                                

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑵ 初 任 給 

 

 

 

 

 

 

     

                                     

※ （ ）内は、再任用短時間勤務職員で外書き。 

※  構成比はそれぞれ四捨五入しているため、計と一致しない場合があります。  

 

区            分 企 業 職 

令和５年１月１日現在 

平 均 給 料 月 額 
円 

３２９，１２５  

平 均 給 与 月 額 
    

３８９，２１２  

平 均 年 齢  
 

４３歳１０月  

令和４年１月１日現在 

平 均 給 料 月 額 
円 

３３９，５７７  

平 均 給 与 月 額 
    

３９２，９９８  

平 均 年 齢  
 

４５歳８月  

区      分 
企  業  職 

級 職 員 数 構 成 比 

令和５年１月１日現在 

１ 級 
（     ）人 

１  
（     ）％ 

１２．５  

２ 級 
（     ） 

  
（     ） 

  

３ 級 
（     ） 

  ２  
（     ） 
  ２５．０  

４ 級 
（     ） 

２  
（     ） 

２５．０  

５ 級 
（     ） 

２  
（     ） 

２５．０  

６ 級 
（     ） 

１  
（     ） 

１２．５  

７ 級 
（     ） 

   
（     ） 

 

計 
（     ）人 

８  
（     ） 
    １００．０  

令和４年１月１日現在 

１ 級 
（     ）人 

  
（     ）％ 

  

２ 級 
（     ） 

  
（     ） 

  

３ 級 
（     ） 

  ３  
（     ） 
  ３３．３  

４ 級 
（     ） 

３  
（     ） 

３３．３  

５ 級 
（     ） 

２  
（     ） 

２２．２  

６ 級 
（     ） 

１  
（     ） 

１１．１  

７ 級 
（     ） 

   
（     ） 

 

計 
（     ）人 

９  
（     ） 
    １００．０  

区      分 企 業 職 
一 般 会 計 の 制 度  

一 般 行 政 職 

高 校 卒 
１－９        円 

１５８，９００  

１－９        円 

１５８，９００  

大 学 卒 
１－２９ 

１９１，７００  

１－２９ 

１９１，７００  
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（級別の基準となる職務） 

 

 ⑷ 昇給 

区        分 
代 表 的 な 職 種 

企 業 職 

本 
 

年 
 

度 

 職 員 数  (Ａ) ８人 

 昇 給 に 係 る 職 員 数   (Ｂ)  ８  

号 給 数 別 内 訳 

１号給   

２号給    

３号給   

４号給  ８  

  

 比     率     (Ｂ)／(Ａ) １００．０％ 

前 
 

年 
 

度 

 職 員 数  (Ａ) ９人 

 昇 給 に 係 る 職 員 数   (Ｂ)  ９  

号 給 数 別 内 訳 

１号給   

２号給  ２  

３号給   

４号給  ７  

  

 比     率     (Ｂ)／(Ａ) １００．０％ 

 

 

 

級 １ 級 ２ 級 ３ 級 ４ 級 ５ 級 ６ 級 ７ 級 

企 業 職 主   事  主   事 主   任 主   査 課 長 補 佐 課   長 部   長 
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 ⑸ 期末手当・勤勉手当 

区   分 
支  給  期  別  支  給  率 

支 給 率 計（月分） 
  職制上の段階、職務の 

  級等による加算措置 
備     考 

６月（月分） １２月（月分） 

本  年  度 
（１．１５） 

２．２０ 

（１．１５） 

２．２０ 

（２．３０） 

４．４０ 
有  

前  年  度 
（１．１７５） 

２．２２５ 

（１．１７５） 

２．２２５ 

（２．３５） 

４．４５ 
有  

一般会計の制度 
（１．１５） 

２．２０ 

（１．１５） 

２．２０ 

（２．３０） 

４．４０ 
有  

※ （ ）内は、再任用職員に係る支給率。 

 

 ⑹ 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当 

区   分 
２０年勤続の者 

（月分） 

２５年勤続の者 

（月分） 

３５年勤続の者 

（月分） 

最 高 限 度 

（月分） 
その他の加算措置等 備     考 

支 給 率 等 ２４．５８６８７５ ３３．２７０７５ ４７．７０９ ４７．７０９ 定年前早期退職特例措置  

一般会計の制度 

（支給率等）  
２４．５８６８７５ ３３．２７０７５ ４７．７０９ ４７．７０９ 定年前早期退職特例措置  

 

 

 ⑺ その他の手当 

 

区   分 一般会計の制度との異同 差 異 の 内 容 

扶 養 手 当 同   じ  

地 域 手 当 同   じ  

住 居 手 当 同   じ  

通 勤 手 当 同   じ 
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前前年度 前年度末 当該年度 当該年度 翌年度以 継続費
末までの までの支 支払義務 末までの 降の支払 の総額

当 年 度 支払義務 払義務発 発生予定 支払義務 義務発生 に対す 備 考
企業債 損益勘定 発生額 生(見込) 額 発生予定 予定額　 る進捗

留保資金 ② 額 ③ ④ 額 ⑤ ⑥ 率 ⑦ ⑧
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％

５ 24,640 16,800 7,800 40 - - 24,640 24,640 - 40.0

６ 36,960 25,200 11,700 60 - - - - 36,960 -

計 61,600 42,000 19,500 100 - - 24,640 24,640 36,960 40.0

項款

継　続　費　に　関　す　る　調　書

第３中継
ポンプ場
改築工事

１建設改
良費

１資本的
支出

同 左 財 源 内 訳
① 全 体 計 画

年度 年割額
事業名

国　庫
補助金
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債務負担行為に関する調書 

 

（令和５年度に係る分）                                                  （単位：千円） 

事   項 限 度 額 
前年度末までの支払義務発生(見込)額  当該年度以降の支払義務発生予定額  左 の 財 源 内 訳 

期   間 金   額 期   間 金   額 損益勘定留保資金 そ  の  他 

水洗便所改造資金損
失補償 
（令和５年度融資分） 

水洗便所改造者が融
資機関より借入れた
水洗便所改造資金で
償還期日到来後３月
を経過しても償還さ
れなかった元利金合
計額（遅延利子を含
む） 

 

 

令和５年度以降 限度額に同じ 限度額に同じ  

公共下水道事業全体
計画見直し等業務委
託 

公共下水道事業全体
計画見直し等業務を
委託するために要す
る額 

 

 

令和５年度から 
令和６年度まで 

限度額に同じ 限度額に同じ  

 

（過年度に係る分）                                                    （単位：千円） 

事   項 限 度 額 
前年度末までの支払義務発生(見込)額 当該年度以降の支払義務発生予定額 左 の 財 源 内 訳 

期   間 金   額 期   間 金   額 損益勘定留保資金 そ  の  他 

水洗便所改造資金損
失補償 
（令和４年度融資分） 

水洗便所改造者が融
資機関より借入れた
水洗便所改造資金で
償還期日到来後３月
を経過しても償還さ
れなかった元利金合
計額（遅延利子を含
む） 

 

 

令和５年度以降 限度額に同じ 限度額に同じ  
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（単位：千円）

１
⑴

イ 474,206
ロ 453,595

△ 104,236 349,359
ハ 14,691,448

△ 1,873,411 12,818,037
ニ 79,889

△ 6,660 73,229
ホ 63

0 63
ヘ 15,230

△ 5,381 9,849
ト 277,960

14,002,703
⑵

イ 689,184
ロ 735
ハ 205

690,124
⑶

イ 360
360

14,693,187
２

⑴ 198,585
⑵ 76,955

△ 142 76,813
275,398

14,968,585

有 形 固 定 資 産 合 計

施 設 利 用 権
ソ フ ト ウ ェ ア
その他無形 固定 資産
無 形 固 定 資 産 合 計

出 資 金
投 資 そ の 他 の 資 産

現 金 預 金
未 収 金
貸 倒 引 当 金

投資その他の資産合計
固 定 資 産 合 計

流 動 資 産 合 計
資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額
車 両 運 搬 具
減 価 償 却 累 計 額
工 具 器 具 及 び 備 品
減 価 償 却 累 計 額

令和５年度白岡市公共下水道事業予定貸借対照表
（令和６年３月３１日）

資　産　の　部
固 定 資 産

流 動 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

建 設 仮 勘 定

土 地
建 物
減 価 償 却 累 計 額
構 築 物
減 価 償 却 累 計 額
機 械 及 び 装 置
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３
⑴

イ
4,957,381

4,957,381
　 4,957,381

４
⑴

イ
522,219

522,219
⑵ 93,102
⑶
　イ 5,045

5,045
⑷ 3,800
　 624,166

５
⑴
　イ 2,730,878
　　 △ 327,689 2,403,189
　ロ 1,878,037
　　 △ 356,050 1,521,987
　ハ 3,513,849
　　 △ 440,400 3,073,449
　ニ 54,031
　　 △ 10,078 43,953
　ホ 806,236
　　 △ 108,779 697,457

7,740,035
13,321,582

企 業 債 合 計

収 益 化 累 計 額
繰 延 収 益 合 計
負 債 合 計

収 益 化 累 計 額
受 贈 財 産 評 価 額
収 益 化 累 計 額
工 事 負 担 金
収 益 化 累 計 額
受 益 者 負 担 金

流 動 負 債 合 計
繰 延 収 益

長 期 前 受 金
補 助 金
収 益 化 累 計 額
他 会 計 繰 入 金

企 業 債
建設改良費等の財源に

そ の 他 流 動 負 債

固 定 負 債 合 計
流 動 負 債

企 業 債
建設改良費等の財源に
充てるため の 企 業債

未 払 金
引 当 金

賞 与 引 当 金

企 業 債 合 計

引 当 金 合 計

充てるため の企 業債

固 定 負 債
負　債　の　部
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６ 1,161,250

７

⑴

　イ 18,708

　ロ 414,807

　 433,515

⑵

イ 0

ロ 52,238

52,238

485,753

1,647,003
14,968,585

当年度未処分利益剰余金

資 本 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金

他 会 計 繰 入 金

受 贈 財 産 評 価 額

減 債 積 立 金

利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

資　本　の　部

－　　－51



（単位：千円）

１

⑴ 372,000

⑵ 70,110

⑶ 899 443,009

２

⑴ 16,355

⑵ 37,636

⑶ 100,430

⑷ 147,891

⑸ 553,932 856,244

△ 413,235

３

⑴ 180,631

⑵ 8,233

⑶ 309,582

⑷ 68 498,514

令和４年度白岡市公共下水道事業予定損益計算書

（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）

営 業 収 益

下 水 道 使 用 料

他 会 計 負 担 金

他 会 計 補 助 金

営 業 利 益

そ の 他 営 業 収 益

管 渠 費

ポ ン プ 施 設 費

総 係 費

流域下水道維持管理負担金

営 業 費 用

営 業 外 収 益

補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益

減 価 償 却 費
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４

⑴ 70,978 70,978 427,536

14,301

５

⑴ 910 910 △ 910

13,391

25,817

39,208

当 年 度 純 利 益

その他未処分利益剰余金変動額

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

経 常 利 益

予 備 費

予 備 費

営 業 外 費 用

支 払 利 息
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（単位：千円）

１
⑴

イ 442,814
ロ 453,595

△ 78,177 375,418
ハ 14,311,917

△ 1,393,946 12,917,971
ニ 74,175

△ 4,434 69,741
ホ 63

0 63
ヘ 15,230

△ 3,582 11,648
ト 225,955

14,043,610
⑵

イ 721,928
ロ 2,308
ハ 205

724,441
⑶

イ 360
360

14,768,411
２

⑴ 190,755
⑵ 77,123

△ 132 76,991
267,746

15,036,157

有 形 固 定 資 産 合 計

施 設 利 用 権
ソ フ ト ウ ェ ア
その他無形 固定 資産
無 形 固 定 資 産 合 計

出 資 金
投 資 そ の 他 の 資 産

現 金 預 金
未 収 金
貸 倒 引 当 金

投資その他の資産合計
固 定 資 産 合 計

流 動 資 産 合 計
資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額
車 両 運 搬 具
減 価 償 却 累 計 額
工 具 器 具 及 び 備 品
減 価 償 却 累 計 額

令和４年度白岡市公共下水道事業予定貸借対照表
（令和５年３月３１日）

資　産　の　部
固 定 資 産

流 動 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

建 設 仮 勘 定

土 地
建 物
減 価 償 却 累 計 額
構 築 物
減 価 償 却 累 計 額
機 械 及 び 装 置
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３
⑴

イ
4,949,722

4,949,722
　 4,949,722

４
⑴

イ
544,773

544,773
⑵ 107,880
⑶
　イ 5,192

5,192
⑷ 3,800
　 661,645

５
⑴
　イ 2,615,078
　　 △ 242,809 2,372,269
　ロ 1,878,037
　　 △ 272,854 1,605,183
　ハ 3,503,849
　　 △ 329,680 3,174,169
　ニ 45,231
　　 △ 6,125 39,106
　ホ 804,942
　　 △ 81,285 723,657

7,914,384
13,525,751

企 業 債 合 計

収 益 化 累 計 額
繰 延 収 益 合 計
負 債 合 計

収 益 化 累 計 額
受 贈 財 産 評 価 額
収 益 化 累 計 額
工 事 負 担 金
収 益 化 累 計 額
受 益 者 負 担 金

流 動 負 債 合 計
繰 延 収 益

長 期 前 受 金
補 助 金
収 益 化 累 計 額
他 会 計 繰 入 金

企 業 債
建設改良費等の財源に

そ の 他 流 動 負 債

固 定 負 債 合 計
流 動 負 債

企 業 債
建設改良費等の財源に
充てるため の 企 業債

未 払 金
引 当 金

賞 与 引 当 金

企 業 債 合 計

引 当 金 合 計

充てるため の企 業債

固 定 負 債
負　債　の　部
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６ 1,037,683

７

⑴

　イ 18,708

　ロ 414,807

　 433,515

⑵

イ 0

ロ 39,208

39,208

472,723

1,510,406
15,036,157

当年度未処分利益剰余金

資 本 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金

他 会 計 繰 入 金

受 贈 財 産 評 価 額

減 債 積 立 金

利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

資　本　の　部
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注  記 

Ⅰ 重要な会計方針 

 １ 固定資産の減価償却の方法 

 ⑴ 有形固定資産 

   ・減価償却の方法 定額法 

   ・主な耐用年数 

    建物           ３８年 

    構築物       ３年～５０年 

    機械及び装置   １５年～２０年 

    車両運搬具         ６年 

工具器具及び備品  ４年～１５年 

  ⑵ 無形固定資産 

   ・減価償却の方法 定額法 

   ・主な耐用年数 

    施設利用権        ３５年 

    ソフトウェア        ５年 

 ２ 引当金の計上方法 

  ⑴ 貸倒引当金 

   債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上している。 

  ⑵ 退職給付引当金 

職員の退職手当は、「退職手当負担に関する覚書」に基づき、一般会計が負担することになるため、退職給付引当金は計上していない。

なお、毎月の給料月額に応じて発生する一般負担金については、公共下水道事業において負担する。 

⑶ 賞与引当金 

職員の期末手当・勤勉手当（法定福利費を含む）の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額

を計上している。 

３ 消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 
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Ⅱ 予定貸借対照表関連 

 １ 企業債の償還に係る他会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む）のうち、他会計が負担す

ると見込まれる額は 450,045 千円である。 
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収　入 （単位：千円）

本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額 金　　額

１ 990,193 984,079 6,114

１ 営 業 収 益 527,686 488,865 38,821

１ 下 水 道 使 用 料 453,125 418,000 35,125

１ 下 水 道 使 用 料 453,125

２ 他 会 計 負 担 金 74,272 69,966 4,306

１ 一 般 会 計 負 担 金 74,272

３ そ の 他 営 業 収 益 289 899 △ 610

１ 手 数 料 289

２ 営 業 外 収 益 462,507 495,214 △ 32,707

１ 他 会 計 補 助 金 141,330 176,631 △ 35,301

１ 一 般 会 計 補 助 金 141,330

２ 補 助 金 7,866 7,933 △ 67

１ 国 庫 補 助 金 5,466

２ 県 補 助 金 2,400

公共下水道事業収益

令和５年度白岡市公共下水道事業会計予算説明書

収益的収入及び支出

款　　　　項 目
節

区　　　分
比　較 備　考
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本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額 金　　額
款　　　　項 目

節

区　　　分
比　較 備　考

３ 長 期 前 受 金 戻 入 310,243 309,582 661

１ 補 助 金 84,880

２ 他 会 計 繰 入 金 83,196

３ 受 贈 財 産 評 価 額 110,720

４ 工 事 負 担 金 3,953

５ 受 益 者 負 担 金 27,494

４ 雑 収 益 68 68 0

１ そ の 他 雑 収 益 68

５ 消費税及び地方消費税還付金 3,000 1,000 2,000

１ 消費税及び地方消費税還付金 3,000
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支　出 （単位：千円）

本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額 金　　額

１ 957,066 955,806 1,260

１ 営 業 費 用 888,904 881,642 7,262

１ 管 渠 費 19,446 17,880 1,566

１ 通 信 運 搬 費 11

２ 備 消 品 費 112

３ 光 熱 水 費 36

４ 委 託 料 13,942

５ 賃 借 料 995

６ 修 繕 費 1,820

７ 工 事 請 負 費 2,530

２ ポ ン プ 施 設 費 39,533 41,359 △ 1,826

１ 通 信 運 搬 費 410

２ 備 消 品 費 30

３ 光 熱 水 費 12,393

４ 委 託 料 22,797

５ 賃 借 料 340

６ 修 繕 費 3,563

３ 総 係 費 106,375 105,791 584

備　考
区　　　分

公共下水道事業費用

款　　　　項 目 比　較
節
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本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額 金　　額
備　考

区　　　分
款　　　　項 目 比　較

節

１ 給 料 24,264

２ 手 当 12,227

３ 法 定 福 利 費 10,492

４ 報 酬 186

５ 旅 費 57

６ 通 信 運 搬 費 79

７ 被 服 費 108

８ 備 消 品 費 137

９ 燃 料 費 169

10 印 刷 製 本 費 175

11 委 託 料 40,282

12 手 数 料 193

13 賃 借 料 484

14 修 繕 費 20

15 研 修 費 40

16 負 担 金 4,945

17 保 険 料 285

18 補 助 金 8,172

19 賞与引当金繰入額 3,918
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本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額 金　　額
備　考

区　　　分
款　　　　項 目 比　較

節

20 貸倒引当金繰入額 142

４ 流域下水道維持管理負担金 163,240 162,680 560

１ 流域下水道維持管理負担金 163,240

５ 減 価 償 却 費 560,310 553,932 6,378

１ 有形固定資産減価償却費 509,549

２ 無形固定資産減価償却費 50,761

２ 営 業 外 費 用 67,162 73,164 △ 6,002

１ 支 払 利 息 67,162 73,164 △ 6,002

１ 企 業 債 利 息 67,162

３ 予 備 費 1,000 1,000 0

１ 予 備 費 1,000 1,000 0

１ 予 備 費 1,000
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収　入 （単位：千円）

本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額 金　　額

１ 778,161 823,915 △ 45,754

１ 企 業 債 528,700 527,900 800

１ 公共下水道事業債 359,800 353,600 6,200

１ 公共下水道事業債 359,800

２ 流域下水道事業債 17,900 20,600 △ 2,700

１ 流域下水道事業債 17,900

３ 資 本 費 平 準 化 債 151,000 153,700 △ 2,700

１ 資 本 費 平 準 化 債 151,000

２ 出 資 金 123,567 152,653 △ 29,086

１ 他 会 計 出 資 金 123,567 152,653 △ 29,086

１ 一 般 会 計 出 資 金 123,567

３ 補 助 金 115,800 126,375 △ 10,575

１ 国 庫 補 助 金 115,800 126,375 △ 10,575

１ 国 庫 補 助 金 115,800

４ 負 担 金 10,094 16,987 △ 6,893

１ 受 益 者 負 担 金 1,294 2,687 △ 1,393

１ 受 益 者 負 担 金 1,294

２ 工 事 負 担 金 8,800 14,300 △ 5,500

１ 工 事 負 担 金 8,800

資 本 的 収 入

資本的収入及び支出

款　　　　項 目 比　較
節

備　考
区　　　分
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支　出 （単位：千円）

本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額 金　　額

１ 1,061,043 1,096,268 △ 35,225

１ 建 設 改 良 費 516,448 556,737 △ 40,289

１ 事 務 費 16,043 25,688 △ 9,645

１ 給 料 7,408

２ 手 当 4,159

３ 法 定 福 利 費 3,204

４ 旅 費 122

５ 通 信 運 搬 費 16

６ 報 償 費 7

７ 賞与引当金繰入額 1,127

２ 雨 水 管 渠 建 設 費 9,804 50,775 △ 40,971

１ 委 託 料 3,740

２ 手 数 料 360

３ 用 地 費 5,704

３ 汚 水 管 渠 建 設 費 407,875 334,565 73,310

１ 委 託 料 45,045

２ 補 償 金 5,000

３ 工 事 請 負 費 357,830

備　考
区　　　分

資 本 的 支 出

款　　　　項 目 比　較
節
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本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額 金　　額
備　考

区　　　分
款　　　　項 目 比　較

節

４ 雨 水 管 渠 改 良 費 10,384 28,220 △ 17,836

１ 手 数 料 178

２ 工 事 請 負 費 8,580

３ 用 地 費 1,626

５ ポンプ施設改良費 54,254 66,000 △ 11,746

１ 手 数 料 219

２ 工 事 請 負 費 30,690

３ 用 地 費 23,345

６ 流域下水道建設負担金 18,088 20,689 △ 2,601

１ 流域下水道建設負担金 18,088

△ 汚 水 管 渠 改 良 費 0 28,600 △ 28,600

廃 目

△ 営 業 設 備 費 0 2,200 △ 2,200

廃 目

２ 償 還 金 543,595 538,531 5,064

１ 償 還 金 543,595 538,531 5,064

１ 企 業 債 償 還 金 543,595

３ 予 備 費 1,000 1,000 0

１ 予 備 費 1,000 1,000 0

１ 予 備 費 1,000
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